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（１）発注標準（等級別登録）に関する基本的な考え方（案）

①契約を履行する能力は 契約の規模とその者の有する資本力等の相対的従来の考え方 ①契約を履行する能力は、契約の規模とその者の有する資本力等の相対的
関係において判断されるものであることから、等級を分けて登録

※「最新会計法精解」（平成９年８月、牧野治郎編）等を参考に作成

従来の考え方

②同等の同能力を持つ者同士が過度な競争を避け、十分な競争環境の確保

価格競争方式 ⇒総合評価方式

への移行

①⇒契約を履行する能力の評価は、発注標準だけでなく、総合評価
方式や入札ボンド等により役割分担 ・・・ 役割が減少

これからの考え方（案）

②⇒十分な競争環境を確保するためには、企業の規模毎に発注量に
合ったバランスのよい参加機会を提供
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・・・ 相対的な役割が依然として存在

・・・ 特に、地域企業の受注機会の確保を図るために必要



（２）発注標準（等級別登録）に関する課題

⇒発注量、発注する工事内容と登録企業数のバランスは適正か論点１

・工種区分については、工事の品質確保上必要な専門の技術力に留意しつつ、

十分な競争環境を確保する観点から、新たな工種の新設、他の工種との統合等

に いて検討するについて検討する。

・等級区分については、各区分毎の登録企業数当たりの発注量、登録企業の技

術力、地域企業への配慮等の観点から、等級区分の新設・統合、工事の難易度

を活用した区分の設定・見直し等について検討する。

・等級区分については、区分毎の総合点数の範囲は、各地整毎に異なるもので

あるが、その整合性について整理する。

・合わせて、発注する工事内容に対して、適切な工種区分の設定方針を検証する

（特に包括的な工種である一般土木、維持修繕等）
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（２）発注標準（等級別登録）に関する課題

⇒企業の技術力向上のための努力が十分反映される制度設計となっているか論点２ ⇒企業の技術力向上のための努力が十分反映される制度設計となっているか。

・技術評価点ゼロ点企業について、最下位等級への位置づけが適当か否かに

ついて検討する

論点２

ついて検討する。

・登録企業が技術評価点を高くするようにモチベーションを持つよう、上位等級へ

参 等 制度 計 検 すの参入等の制度設計について検討する。

・前回に引き続き、経過措置の適否について検討する。
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（２）発注標準（等級別登録）に関する課題

⇒実績のない企業、地域企業の受注機会に対して配慮すべきか

・直轄工事の実績のない企業の参入機会の確保については、当該企業の技術

論点３

力を十分反映されるよう、競争参加資格登録、発注標準、個々の工事毎に設定

する競争参加資格要件（実績要件）等について配慮すべき事項を検討する。

・地域企業の受注機会に対する配慮については、地域企業が当該地域の経済、

社会を支える基幹企業であるとともに、災害発生時には、復旧活動等に不可欠

な企業であることを鑑み、競争参加資格登録、発注標準、個々の工事毎に設定

する競争参加資格要件（地域要件）等について配慮すべき事項を検討する。
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資格登録 入札・契約 施工

公共工事における入札契約手続きの流れ

競
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○不誠実な行為の有無
○資格登録の有無
○競争参加条件等の確認

○２６工種（うち１２工種 １ 般土木工事 ８ 暖冷房衛生設備工事 15 グラウト工事 22 空港等土木工事

表 工種一覧

○競争参加条件等の確認
・実績要件
・地域要件 等

○２６工種（うち１２工種
には等級区分有り）に
登録。

１ 一般土木工事 ８ 暖冷房衛生設備工事 15 グラウト工事 22 空港等土木工事

２ アスファルト舗装工事 ９ セメント・コンクリート工事 16 杭打工事 23 港湾土木工事

３ 鋼橋上部工事 10 プレストレスト・コンクリート工事 17 さく井工事 24 港湾等しゅんせつ工事

４ 造園工事 11 法面処理工事 18 プレハブ建築工事 25 空港等舗装工事：複数等級の
５ 建築工事 12 塗装工事 19 機械設備工事 26 港湾等鋼構造物工事

６ 木造建築工事 13 維持修繕工事 20 通信設備工事

７ 電気設備工事 14 河川しゆんせつ工事 21 受変電設備工事

：複数等級の
ある工種
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工種区分
H17～H20の平均契約量 工種別契約状況（Ｈ１７～２０の平均）

国土交通省発注工事の工種区分について

工種区分
件数 金額（億円）

１ 一般土木工事 4,069 7,463 

２ アスファルト舗装工事 793 1,202 

３ 鋼橋上部工事 196 876 

契 況（ ）

＜件数ベース＞

４ 造園工事 309 114 

５ 建築工事 757 595 

６ 木造建築工事 15 6 

７ 電気設備工事 397 269 

一般土木
4,069
33.2%

その他
3,200
26.1%

８ 暖冷房衛生設備工事 220 174 

９ セメント・コンクリート工事 33 65 

10 プレストレスト・コンクリート工事 201 631 

11 法面処理工事 137 121 
＜金額ベース＞

建築
757
6.2%

12 塗装工事 240 74 

13 維持修繕工事 2,609 1,592 

14 河川しゆんせつ工事 22 50 

15 グラウト工事 18 13 

杭打 事

維持修繕
2,609
21.3%

通信設備
814
6.7%

アスファルト舗装
793
6.5% その他

3,818億円
24.0%

16 杭打工事 2 3 

17 さく井工事 19 10 

18 プレハブ建築工事 6 3 

19 機械設備工事 511 392 

20 通信設備工事 454

一般土木

7,463億円
47.0%鋼橋上部

876億円
5.5%

20 通信設備工事 814 454 

21 受変電設備工事 147 75 

22 空港等土木工事 81 228 

23 港湾土木工事 505 937 

24 港湾等しゅんせつ工事 86 335
維持修繕アスファルト舗装

億円

港湾土木

937億円
5.9%

24 港湾等しゅんせつ工事 86 335 

25 空港等舗装工事 46 106 

26 港湾等鋼構造物工事 9 99 

（ ：複数ランクのある工種）

※平成１７～２０年度に８地方整備局により契約した工事を対象。
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1,592億円
10.0%

1,202億円
7.6%



公共工事の発注単位について

主要工事の等級区分

空港等土木

アスファルト舗装 港湾土木

港湾等しゅんせつ

造園 空港等舗装 港湾等鋼構造物鋼橋上部電気設備・冷暖房衛生設備一般土木・建築

Ａ7.2億円

ＡＡ

7.2億円

ＷＴＯ

（6.9億円）

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

2.5億円 Ａ

Ａ

Ａ1.2億円

4.5億円

Ｂ

（Ｂ＋Ｃ）

Ｂ

Ｃ B

Ｂ

1.2億円

9,000万円

5,000万円

Ｂ

（Ａ＋Ｂ）

3億円

2億円

1.5億円

（Ａ＋Ｂ）

3億円

2億円

（Ｂ＋Ｃ）

Ｃ

Ｃ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

Ｂ

Ｂ

5,000万円

3,700万円

Ｃ

2,500万円

【技術的難易度】

Ｃ

【技術的難易度】

5,000万円6,000万円

Ｄ

技術的難易度とは、当該工事を定められた工期内に、所要に品質を確保し、工事を安全に実施
することの困難さを6段階（Ⅰ～Ⅵ）で評価したものである。その評価項目として、構造物条件（規

※技術的難易度による分けはない【技術的難易度】 【技術的難易度】

模、延長等）、技術特性（工法等）、自然条件（地質、ヤード等）等を評価し、６段階に分類している。

例えば、切土工、盛土工では難易度に応じてⅠ～Ⅲ、橋梁上部工、橋梁下部工であればⅡ～Ⅳ
であれば、トンネルであればⅢ～Ⅵに分類される。 7



有資格者１者当たりの受注件数、金額（一般土木）
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8※８地方整備局（港湾空港関係除く）における各年度の契約工事が対象
※有資格者数は各年度４月１日時点の値により集計



（億円）

有資格者１者当たりの受注件数、金額（Ａｓ舗装）
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9※８地方整備局（港湾空港関係除く）における各年度の契約工事が対象
※有資格者数は各年度４月１日時点の値により集計



（億円）

有資格者１者当たりの受注件数、金額（鋼橋上部）
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（件数） （億円）
有資格者１者当たりの受注件数、金額（鋼橋上部）

2.07 
2.14 

0 37

0.46 

0.40 

2 00

2.50 

0 4

0.5 

1.85 

0.28 

0.37 

1.50 

2.00 

0.3 

0.4 

1.00 0.2 

0.62 

0 00 0 00 0 00 0 00

0.50 0.1 

0.00  0.00  0.00  0.00  0.00 0.00  0.00  0.00  0.00  0.00 
0.00 0.0 

H17 H18 H19 H20 H21

金額 金額 件数 件数A：金額 B：金額 A：件数 B：件数

10※８地方整備局（港湾空港関係除く）における各年度の契約工事が対象
※有資格者数は各年度４月１日時点の値により集計



（億 ）

有資格者１者当たりの受注件数、金額（造園）
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11※８地方整備局（港湾空港関係除く）における各年度の契約工事が対象
※有資格者数は各年度４月１日時点の値により集計



（億 ）

有資格者１者当たりの受注件数、金額（建築）
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12※８地方整備局（港湾空港関係除く）における各年度の契約工事が対象
※有資格者数は各年度４月１日時点の値により集計



（億 ）

有資格者１者当たりの受注件数、金額（電気設備）
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13※８地方整備局（港湾空港関係除く）における各年度の契約工事が対象
※有資格者数は各年度４月１日時点の値により集計



（億円）

有資格者１者当たりの受注件数、金額（暖冷房）
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14※８地方整備局（港湾空港関係除く）における各年度の契約工事が対象
※有資格者数は各年度４月１日時点の値により集計



主要工種毎の発注規模別件数、金額（一般土木）

D C AB

60.0%

D
382件
138億円

C
3,601件
4,865億円

A
64件

1,186億円

B
117件
487億円

50.0%
発注件数

発注金額

40.0%

30.0%

20.0%

0 0%

10.0%

0.0%
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（億円）

※８地方整備局（港湾空港関係除く）における平成21年度の契約工事が対象



主要工種毎の発注規模別件数、金額（Ａｓ舗装）

C AB

60.0%

C
23件
6億円

A
395件
712億円

B
275件
225億円

50.0%
発注件数

発注金額

40.0%

30.0%

20.0%

0 0%

10.0%
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（億円）

※８地方整備局（港湾空港関係除く）における平成21年度の契約工事が対象

0.0%



主要工種毎の発注規模別件数、金額（鋼橋上部）

AB

30.0%

A
216件
912億円

B
7件
3億円

25.0%
発注件数

発注金額

20.0%

15.0%

10.0%

0 0%

5.0%
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（億円）

※８地方整備局（港湾空港関係除く）における平成21年度の契約工事が対象

0.0%



主要工種毎の発注規模別件数、金額（造園）

AB

70.0%

A
174件
93億円

B
100件
9億円

60.0% 発注件数

発注金額

40.0%

50.0%

30.0%

20.0%

0 0%

10.0%
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（億円）

※８地方整備局（港湾空港関係除く）における平成21年度の契約工事が対象

0.0%



主要工種毎の発注規模別件数、金額（建築）

D C AB

80.0%

D
240件
50億円

C
135件
154億円

A
8件

111億円

B
21件
87億円

60.0%

70.0% 発注件数

発注金額

50.0%

30.0%

40.0%

20.0%

0 0%

10.0%

19

（億円）

※８地方整備局（港湾空港関係除く）における平成21年度の契約工事が対象

0.0%



主要工種毎の発注規模別件数、金額（電気設備）

C AB

60.0%

C
113件
25億円

A
21件
83億円

B
112件
97億円

50.0%
発注件数

発注金額

40.0%

30.0%

20.0%

0 0%

10.0%

20

（億円）

※８地方整備局（港湾空港関係除く）における平成21年度の契約工事が対象

0.0%



主要工種毎の発注規模別件数、金額（暖冷房）

C AB

60.0%

C
53件
11億円

A
15件
63億円

B
45件
39億円

50.0%
発注件数

発注金額

40.0%

30.0%

20.0%

0 0%

10.0%

21

（億円）

※８地方整備局（港湾空港関係除く）における平成21年度の契約工事が対象

0.0%



100% 277 216 237
365 381376

技術評価点ゼロ点の企業の内訳

90%
5,118

4,606

384 682 365

1,213

1,723

617

2,080

376

A→D
1社

（0.0%）
A→C
242社

（1.8%）

70%

80% A→B
146社

（2.3%）

A→B
479社

（5.8%） B→D
268社

（1.4%）

A→C
54社

（0.6%）

B→C
3385社

（24.8%）

50%

60%
B→D
3社

（0.0%）

A→C
21社

（0.1%）

B→C
807社

C→D
5013社

（27.0%）

B→C
2142社

（23.7%）B(0点)
5,202社
（80.6%）

B(0点)
5,202社
（77.8%）

40%

50%

15,642 6,954
12,071

7,549
6,071

10,198
17,486

C→D
989社

（4.3%）

社
（5.4%）

C(0点)
8,397社
（61 4%）

20%

30%
技術評価点
ゼロ点企業

D(0点)
9,398社
（40 4%）

C(0点)
7,902社
（52.6%）

D(0点)
9,407社
（50.6%）

C(0点)
4,671社
（51.7%）

（61.4%）

10%

（40.4%）

0%
一般土木 アスファルト 鋼橋上部 造園 建築 電気設備 暖冷房設備

A等級 B等級 C等級 D等級 22



技術評価点ゼロ点により最下位等級となった企業の内訳

26, 3% 30, 3%

「一般土木」の工事実績の内訳
12, 1%

146, 18%

「アスファルト工事」の工事実績の内訳

8, 5%

「鋼橋上部」の工事実績の内訳
3, 1% 1, 0%

50, 10%

「造園」の工事実績の内訳

282, 28%

654, 66%
670 81% 138 95% 425 89%670, 81% 138, 95% 425, 89%

66, 1% 29, 1%

478, 

9%

「建築」の工事実績の内訳
9, 0% 4, 0%

282, 13%

「電気設備」の工事実績の内訳
23, 1% 5, 0%

266, 7%

「暖冷房設備」の工事実績の内訳

9%

4 708 89%4,708, 89% 1,901, 87% 3,333, 92%

23

直轄のみ実績あり 直轄および都府県に実績あり

都道府県のみ実績あり 実績なし



経過措置に関するアンケート調査について

１ 調査目的１．調査目的

Ｈ２１．２２競争参加資格審査において、経過措置を適用した企業がどのような理由
により適用の希望を申請したのかを調査する。

２．調査対象

一般土木の工種において経過措置を適用した企業

３．調査期間

一般土木の工種において経過措置を適用した企業

平成２２年１０月 アンケート調査票を送付・回収
平成２２年１１月 アンケートの集計・分析

４．調査内容

（１）等級の変動と経過措置の適用状況

（２）経過措置適用理由

※発注量、技術力、業務体制、・・・

（３）その他

24

（３）その他



（入札契約手続きの流れ） （第三者委員会によるチェック）
（年度毎）

直轄工事の実績のない企業の参入機会の確保

総合評価方式の
実施方針

総合評価委員会

総合評価方式における評価項
目・内容、配点割合、審査基準

公表
（年度毎）

入札公告

（工事案件毎）入
札
公
告

公表

目 内容、配点割合、審査基準

総合評価委員会
小委員会

技術提案の提出
※必要に応じてヒアリング

告
等
に
対
す
る

個々の工事発注案件毎の、評
価項目・内容、配点割合、評
価基準

改善策③（H22より試行）
入札参加要件における
実績要件の見直し

る
質
問
・
回
答

総合評価委員会
小委員会

個 事案件毎 技術提

技術提案の評価

改善策①（H22より実施）

入札書の提出
個々の工事案件毎の技術提
案の審査・評価

改善策①（H22より実施）
技術提案の評価結果に
関する具体的な内容の通知

開札→落札者の決定→契約

入札結果の公表
公表 入札監視委員会

入札結果の公表
個々の工事案件毎の入札契約
手続きの運用状況等
（抽出審議）

改善策②（H22より実施）
評価内容等に関する
問い合わせ窓口の設置 25



工事難易度の低い工事の入札参加資格要件には 過去の実績の工事量*によ改善策③ 工事難易度の低い工事の入札参加資格要件には、過去の実績の工事量*によ
る設定は行わない。

＊例えば橋梁の長さ（何ｍ以上）、舗装の施工面積（何㎡以上）、盛土・切土の施工量（何㎥以上）等

改善策③

＜実施状況＞（簡易型1,828件中）

未実施件数
208件
11.4%

実施件数実施件数
1,620件
88.6%

※8地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務局において、H22.4.1～H22.7.16
に発注手続きを開始した工事が対象（港湾空港関係除く） 26



一般土木の等級区分＜難易度により変動する＞

地域企業の受注機会に対する配慮

＜件数シェア＞
（金額シェア）

＜1 4%＞

WTO対象工事⇒内外無差別
（参加要件 経営事項審査点 １２００点以上のみ）

WTO対象工事以外

7.9億円

Ａ（ＷＴＯ）
＜1.4%＞
（17.2%）

例：一定の地域内※１に本店または支店、営業所※２が

地域要件

WTO対象工事以外

入札参加資格

要件を満たさなけ※H22は

7.2億円

Ａ（ＷＴＯ以外）

＜2 8%＞

＜0.1%＞
（0.6%）

例： 定の地域内 に本店または支店、営業所 が
あるか

※１ 十分な競争環境の確保に配慮して区域を設定
（ブロック内、都道府県内、生活圏内等を設定）

※２ 支店・営業所の場合は営業拠点としての実態を厳格に確認
（疑義があれば建設業許可部局に通報）

要件を満たさなけ
れば入札に参加
できない

※H22は
6.9億円

3.0億円

Ｂ ＜2.8%＞
（7.3%）

（疑義があれば建設業許可部局に通報）

近隣地域での施工実績等

地域精通度総合評価方式
の評価項目

総合評価方式の
技術点として

※一部上位等級への参加有⇒

Ｃ
＜86.5%＞
（72.9%）

地域活動への積極的参加（元請）

地域貢献度

技術点として
加点評価

0.6億円

Ｄ
＜9.2%＞
（2 1%）

例： 災害協定を締結しているか
災害活動の実績があるか
社会資本の管理に関するボランティア活動の実

績があるか

（2.1%）

※件数シェア及び金額シェアは、平成21年度に8地方整備局で
契約した一般土木工事の内訳（ただし随意契約を除く）

地元調整が多く必要な工事においては、
地元事情に精通している地元企業を下
請業者等として活用する評価を試行中

27


